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平 成 2 7 年 6 月 1 6 日 本会議発言項目  

 

質 問 項 目 要 旨 

１ 総合計画について ① １０年間の計画達成度の総合評価

を、どう進められていくのか、当局

の御所見をお聞きします。 

② 重点戦略プロジェクトが示されまし

たが、Ｈ28 年度を初年度とする総合

計画策定に際しての、市長のお考え

をお示しください。 

２ 市街地の空き家対策について ① 空き店舗所有者への「甲府市まちな

か不動産バンク」登録と賃貸売買の

働きかけをし、危険な家屋の詳細な

実態調査を行う事は、空き家対策や、

中心市街地活性化策として必要だと

考えますが、当局の御所見を伺いま

す。 

② 中心市街地への空き店舗活用や定住

策として、特に若手ジュエリー職人

の工房出店や定住を、促進する必要

性を感じますが、当局の御所見を伺

います。 

③ 空き家対策の定住促進策としても、

今ある甲府の良さを売り出す、稼ぐ

策として、県の内外に積極的に情報

を発信して行くお考えはあるのか、

当局の御所見をお示しください。 

３ 遊亀公園附属動物園の整備事業

について 

① 総合的に勘案し、まずは市当局の公

園整備 スタンスを示す事が重要だ

と考えます。現在地での整備が妥当

であるかについて、当局の御所見を

伺います。 

② 動物園経営に最も大事な、動物を育

むと言う特殊性と高い技術を要する

技術職員の人員確保、特に獣医の確

保について、当局の御所見をお示し

ください。 
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質 問 項 目 要 旨 

４ 資源物２４時間ステーション推

進拡大について 

① アクションプラン７の目標であり、

ごみの減量化と再資源化を図るた

め、有価物収集には、市民への利便

性の高い「資源物２４時間ステーシ

ョン」の更なる増設推進を行う必要

があると考えます。当局の御所見を

お示しください。 

② 設置推進の啓発を目指し、環境セン

ターや終末処理場等、市民会館や悠

遊館など公共性の高い施設何箇所か

に市主導の設置も必要と考えます

が、当局の御所見を伺います。 

５ がん教育授業実施について ① 国、県、他自治体の動向は推進であ

り、命の大切さを育む「子ども最優

先のまち」県都甲府市として、実施

に向けたお考えがあるのか、当局の

御所見をお示しください。 
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公明党を代表して質問を致します。 

去る４月に行われました市議会議員選挙で、私ども会派

公明党 5 人は、このたび多くの市民の皆さまからの真心の

ご支援を賜り、市議会へと送り出して戴きました。 

この負託の重みを決して忘れること無く、議員活動、議

会活動に励み、今後も市民の皆様から戴く、地域課題や、

市政への諸課題を、漏れること無くお聞きして行きたいと、

一人ひとりが改めて決意しております。 

また２元代表制の地方議会にあっては、議会人としての

責務を果たすため、当局との議論を通じ、より良い市民生

活実現を目指し働いていく所存であります。 

そのためにも、常に市民と大衆と共にあるとの原点に立

ち、皆様から戴いた地域政策課題を、議会に提言して推進、

実現し、甲府市政発展の為に働いていくことを併せて確認

し合いました。 

本日は新たなスタートの議会に当たり、会派としての、

決意を新たにし、以下質問に入ります。 
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〇「総合計画について」 

始めに「総合計画について」お聞きします。 

Ｈ２３年に地方自治法が改正され、計画策定の法的義務

がなくなりましたが、我々議会も甲府市自治基本条例第２

２条により、まちづくりの基本となる総合計画の基本構想

を今後も議決して行く事となりました。 

総合計画は「総合的かつ計画的な行政運営の指針となる

ものであり、時代の潮流や市民意識の変化に的確に対応し

ながら、まちづくりの目標を明らかにし、これを達成する

ための施策や実施事業を示すもの」としています。 

基本的考え方も「都市像や基本目標の実現のため、市民

と行政の役割の明確化、協働型社会の実現を目指した事業

展開」とあります。端的に言えば「市民福祉の事業を進め、

良い街づくりを目指す」ことだと理解しています。 

本計画で実施執行されてきた事業計画については、限ら

れた財源を効率的、効果的に活用、質の高い市民サービス

提供の推進をされてきました。また、予算と評価の見直し

も、ＰＤＣＡマネジメントサイクルを使い「３箇年ローリ
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ング方式」にて、毎年度計画修正を細かく行い、行政運営

もシステム化され、場当たり的に流されず的確な推進をさ

れております。 

第五次甲府市総合計画は H１８年からスタートされ、いよ

いよ１０年間を経て、総合計画の完了する年となります。 

本計画の今期最終年度を迎えるに当たり、「市民福祉事業」

をキーワードとして進めてきていることから、より一層 

パートナーである市民の目線と立場から、評価は考慮され

るべきであり、市民満足度調査を当事者の市民から、定量

的に測ることは必要であると考えます。 

第五次総合計画の総括として、市民満足度調査を含め、

１０年間の計画達成度の総合評価を、どう進められていく

のか、当局の御所見を御聞きします。 

次に、新たな総合計画策定に当たっては、まずこの様な市

民満足度と計画遂行結果の間に乖離の無かったか検証され

た上で、改めて方向性は見えてくるものと考えます。 

6 月 4 日には「こうふ未来創り重点戦略プロジェクト」が

示されました。新しい総合計画策定に際しては、繰り返し
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ますが市民満足度を詳細に評価した上に、市政方針重点戦

略（こうふ未来創り重点戦略プロジェクト）を基として構

築し、今以上に全方位の市民福祉を目指して、新計画策定

は必要だと考えています。 

新計画 10 年間の内では 2025 年問題に至る年に当たり、

加速度的な高齢化で更なる少子化も進み、諸課題の惹起が、

今後ますます予測できる状況です。過日は、重点戦略プロ

ジェクトが示されましたが、H28 年度を初年度とする総合計

画策定に際しての、市長のお考えを御示し下さい。 

 

○樋口雄一市長 答弁 

佐野議員の公明党を代表しての御質問にお答えをいたしま

す。 

ただいまは市民からの声に絶えず耳を傾けること、常に

市民、大衆とともにあるとの政治姿勢と二元代表制を担う

議会人としての御決意を披瀝されました。私もまた共通す

る政治への思いを抱きながら市政運営に当たってまいりま

すので、今後も一層の御支援、御協力をお願い申し上げ  
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まして、まず、総合計画の策定についての御質問にお答え

を申し上げます。 

ことし２月に多くの市民の皆様から御支持を賜り、市長

に就任させていただいてから４カ月が経過した今、私は市

民の皆様との信頼のきずなを確かなものとする中で、一層

の市民福祉の増進を図っていくことが最も大切であると考

えています。 

また、今年度は甲府のまちづくりへの私の基本的な考え

方を取りまとめた政策提言の推進に向けての実質的なスタ

ートの年であるとともに、次期総合計画を策定する重要な

年でもあります。 

こうした中、本市を取り巻く環境は人口減少や少子高齢

化が進行し、都市の活力の維持や安定的な行政サービスの

提供への影響が懸念されるところではありますが、一方で

は中核市への移行やリニア中央新幹線の開業を見据えたま

ちづくりなど、本市の将来の発展へとつながり得る大き 

な変化の時を迎えようとしています。 

こうしたことから、次期総合計画に先駆け、市民の声を
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生かしたわかりやすい市政を基本に、これまでの施策を一

層推進するとともに、新たな視点に立った政策を展開し、

さらなる市民福祉の増進を図るため、私の政策提言を重点

的に取りまとめた“こうふ未来創り重点戦略プロジェクト”

を策定したところであります。 

この“こうふ未来創り重点戦略プロジェクト”で示した

考え方につきましては、１０年後を見据えて策定に取り組

んでいる次期総合計画におけるまちづくりの指針である基

本構想に反映するとともに、重点戦略プロジェクトに掲げ

た事業につきましては、次期総合計画の実施計画事業に 

位置づけて進行管理を行い、重点的かつ先導的に推進す

ることにより、このすばらしいまちを守り、育て、市民誰

もが愛し、誇れるまちをつくっていきたいと考えておりま

す。 

また、次期総合計画を策定するに当たり、第五次甲府市

総合計画に基づいて実施した施策や事務事業について、そ

の成果や課題を整理して、今後のまちづくりの方針に反映

していくための検証を今般行ったところであります。 
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検証に当たりましては、平成２１年度及び平成２５年度

に実施した市民満足度調査の結果と、平成２６年度に実施

した市民アンケート調査の結果に基づき、本市の住みやす

さ、居住意向や施策の満足度などにおける定量的な評価も

踏まえる中で行ったところであり、検証結果につきまして

は次期総合計画の策定に生かしてまいります。 

以上でございます。 

 

◯佐野弘仁 

ありがとうございました。 

市民満足度を図っていく中で計画の総合評価を行う事や、

樋口市長の施政方針を通し、之を基とし策定すること、改

めて詳細にお聞きできました。 

2015 年現在、社会建設の担い手だった方々は一気に「受

け手」の社会保障受益者に移行し始めました。2025 年問題

である 75 歳に達する高齢化率は 30％の推計であり、本市は

全国を上回るスピードで、2025 年の前に達します。 

一方で少子化傾向は、全国平均以下の生産年齢人口の低



11 

 

下であることから、このままでは様々な面で本市の活力低

下が懸念されます。新たな計画策定に当たり、まずは市長

の掲げた重点戦略プロジェクト施策を尖鋭的に進めて戴き、

もって持続可能な社会制度構築に資する計画策定に取り組

んで戴きたいと考えております。 

次期総合計画も市民の皆さんに自信と誇りを持って戴き、

引き続き次世代に渡していく総合計画としていって戴きた

いと思う１人であります。どうか宜しく御願い致します。

以上で第１の質問は区切りといたします。 
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〇「市街地の空き家対策について」 

次に「市街地の空き家対策について」お伺いします。 

５月２６日、放置された空き家の撤去や、利活用を促す

「空き家対策特別措置法」が、完全施行されました。所有

者を把握しやすくしたほか、倒壊の危険などがある「特定

空き家」への立ち入り調査や、所有者に対して撤去、修繕

を促す指導、勧告、命令をできるようにしました。また、

固定資産税の優遇措置も打ち切られることとなり、小規模

住宅の場合、固定資産税が６倍となる可能性もあります。 

市施策の空き家対策も、市郊外の「空き家バンク制度」

を始め、中心市街地規定区域内の「まちなか不動産バンク

事業」での、居住用の空き家、事業用の空き店舗を斡旋す

る為のマッチング事業を承知しています。 

甲府中心市街地では民活により芳野ビルの改装を行い、

営業 5 店舗だった他
た

空き店舗に 16 店舗の飲食店を入れ、 

甲府グルメ横丁がオープンされました。また、長らく放置

されていた甲府銀座ビルは 2017 年秋完成で「デュオヒルズ

甲府」建設など、当局の H20 から継続されている中心市街
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地活性化策推進により、甲府に魅力があるとの期待感から

供給側インセンティブも刺激され、民間投資も始まってお

り、非常に喜ばしい事であります。新たな投資で活性化の

進むことは大切ですが、現在の甲府市内、小規模商用施設

の空き店舗、空き家対策は厳しい状況で、喫緊の課題です。 

H２６年度の規定区域内の空き家と、空き店舗などのおお

まかな状況は、目視での確認で７０軒近く在り、不動産取

扱い件数と合わせれば、全体で概ね１００軒ほどの空き家

や店舗が存在する可能性も有り、今後詳細での調査の必要

性があります。 

何れにしても中心街の店舗、家屋に空き家の多いことは、

早急に対策を要する課題であり、現状の「甲府市まちなか

不動産バンク」登録数も非常に少ない実態であることから、

利用者の申請を待つだけでは不十分だと考えます。 

始めに「空き家対策特別措置法」を鑑み、所有者に対し、

修繕や撤去の指導、勧告、命令をできることから、中心市

街地規定区域内で、リノベーションして住める家屋の詳細

調査を実施する。実施後に、空き家、空き店舗所有者への
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「甲府市まちなか不動産バンク」登録と賃貸売買の働きか

けをし、危険な家屋の詳細な実態調査を行う事は、空き家

対策や、中心市街地活性化策として必要だと考えますが、

当局の御所見を伺います。 

二つ目は、中心街に多い 1 階店舗兼 2 階住居等の建物に

みられる店舗兼住居の構造は、小人数家族向けに適してい

る事であり、所有者から賃貸売買の意思を確認し、県内外

から商売を行いたい若者、子育て世代のＵＪＩターン移住

用の店舗住宅として、税制での優遇措置など勘案し斡旋す

る手立てを創るべきです。そして甲府には「宝石の街甲府」

と言うブランド力と、イメージがある事から、中心市街地

への空き店舗活用や定住策には、特に若手ジュエリー職人

の工房出店や定住を、促進する必要性を感じますが、当局

の御所見を伺います。 

また、中心市街地への空き家、空き店舗へ移住を斡旋す

るなら、金額でないところでアピールする必要もあります。 

若者が住む、生活するにあたっては、中央保育園が近い、

子育てに必要な情報は、まちなか健やかサロン健康教室で
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受けられる。高齢者には介護施設や、市庁舎、県庁も近く、

買い物も便利で、医療機関も街なか近くに在ること。 

コンパクトシティとして充実している点のアピールや、

存在している甲府中心街の良き点や利益を、市や県の内外

に示し、喧伝していく必要性があると思われます。 

空き家対策の定住促進策としても、今ある甲府の良さを

売り出す、稼ぐ策として、県の内外に積極的に情報を発信

して行くお考えはあるのか、当局の御所見を御示し下さい。 

 

○小林和彦 地域政策監 

空き家、空き店舗等を活用した中心市街地の活性化につい

てお答えいたします。 

本市の中心市街地は、官公庁を初め金融機関や商業施設な

ど、多くの都市機能が徒歩圏内に集積しており、利便性の

高い地域であります。 

しかしながら、現在中心市街地には人口減少や景気の低迷

などにより空き家、空き店舗等が数多く存在しており、  

これらを有効に活用し、定住人口や交流人口の増加につな
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げていくことは中心市街地を活性化する上で大変重要であ

ると考えております。 

こうした中本市では、平成２５年度に実施した空き家等

の実態調査のうち、中心市街地に存在する活用の可能性が

ある物件について、本年４月所有者に対し使用実態とバン

ク登録への意向を把握するためのアンケート調査を実施し、

売却や賃貸の希望がある方については、現在甲府市まちな

か不動産バンクへの登録の勧奨等を行っているところであ

ります。 

今後におきましては、公益社団法人山梨県宅地建物取引

業協会や合同会社まちづくり甲府と連携する中で、物件の

掘り起しや円滑なコーディネートができるよう制度の充実

に努めるとともに、中心市街地における空き家、空き店舗

等の利活用の促進に向けましては、税制面での優遇措置も 

含め、引き続きさまざまな観点から検討してまいります。 

一方、管理不全の状態になっている空き家等につきまし

ては、本年６月に立ち上げた甲府市空家等総合対策検討委

員会において、空家等対策の推進に関する特別措置法の趣
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旨を踏まえ、市民の安全・安心の確保、良好な景観の保全

といった観点から、適切な対応を講じてまいります。 

また、中心市街地への移住等の促進につきましては、  

移住・定住、ＵＪＩターンに関する情報や就職に関する  

情報をワンストップで提供する、やまなし暮らし支援セン

ターと連携し、地方での暮らしを希望する首都圏等の方々

を対象とした移住セミナーなどの開催や、総務省がインタ

ーネット上に開設した全国移住ナビを活用した情報発信な

どを通じ、本市の魅力や暮らしやすさを紹介してまいりま

す。以上でございます。 

 

○堀井 昇 産業部長 

ジュエリー産業を活用した中心市街地の空き店舗活用に

ついてお答えをいたします。 

本市のジュエリー関連産業は、古くから水晶の産地とし

て高い研磨加工技術を習得したことから発展し、世界二大

宝石加工のまちとして数えられるほどの地位を築いてまい

りました。 
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現在においても、このジュエリー関連産業は本市を代表

する地場産業であるとともに、世界に誇れるブランド産業

でもあることから、ジュエリー関連産業の集積による産業

の活性化と雇用対策を“こうふ未来創り重点戦略プロジェ

クト”に盛り込み、施策推進を図っていくことといたしま

した。 

本市におきましては、中心市街地にジュエリーミュージ

アムや宝石美術専門学校など、宝石のまち甲府を象徴する

代表的な施設も立地していることから、周辺の動線上にジ

ュエリー関連店舗や工房などが集積することにより、一層

魅力的なまちになるものと考えております。 

こうしたことから、本年度は中心市街地に若手クリエー

ターが集い、育ち、活躍する場として有効に機能展開がで

きるよう、有識者からのアドバイス等によるプランニング

や空き店舗補助制度の見直しを行うなど基礎固めを行うと

ともに、山梨県や関係団体と連携して国内外に広くＰＲを

行い、ジュエリーのブランド力をさらに高め、空き店舗の

解消と雇用対策につなげてまいります。以上でございます。 
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○佐野弘仁 

ありがとうございました。まず、空き家対策は、特措法

が国より発出公布されたことにより、今までネガ項目であ

った、所有者へのアプローチや、対策の解決速度も、施策

の仕方で飛躍的に上がります。 

これには「まず中心市街地区域内の、狭い限られた限定

地域の空き家、空き店舗対策を成功させること」「成功した

方法や結果、施策ノウハウを、甲府市全域へ水平展開して

全体での対策成功への道筋」にできるものと考えます。 

産業部と企画部でのそれぞれ前向きなご答弁も、空き家

対策から活性化を、庁内各部署それぞれの立場で大目的に

向かって推進されていることは、重要なことであります。 

また経済活動を行う企業体や、業界団体も当局の施策に

呼応し、投資や特化した企業方針を甲府市内中心街へと仕

向けています。愈々
いよいよ

の官民協働の胎動を感じます。 

空き家、空き店舗の対策を行うなかで、県内外から若者

を呼び寄せ、併せ福祉政策も充当させ、住み良いまち甲府

へ、変革し続けて戴きたいことを、要望いたしまして第 2
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の質問は以上で区切りといたします。 
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〇「遊亀公園附属動物園の整備事業について」 

次に「遊亀公園附属動物園の整備事業について」お伺いし

ます。 

今年度予算案の新規事業として、遊亀公園附属動物園の

開園 100 周年に向けた動物園整備計画 11百万が計上されま

した。本予算執行に関連した現在の改修事業計画工程の、 

進捗と経緯については、2013 年７月に庁内に設置された 

遊亀公園附属動物園整備検討会議にて、動物園整備を移転、  

分園、現在地のいずれかで行うかの検討を行い、整備構想

策定が進められております。この後今６月末には第一回目

として、先の庁内検討での整備構想に基づき外部の専門家、

市民の方々が参加され、市遊亀公園附属動物園整備計画 

策定委員会が開催されます。この検討会を経て 2019 年の 

開園 100 周年を目指し、整備計画策定が進められていく  

ことは良く承知しております。 

次に昨年６月本会議にて示された動物園位置づけについ

てであります。「市民にとって、まちなかに位置することで、

身近に動物に触れ合いができ、幼児や児童の情操教育の場
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として利用されていること、隣接する遊亀公園とあわせて

多くの市民の憩いの場所として親しまれており、本市に 

とっても、かけがえのない施設である」と答弁され、隣接

の遊亀公園と共に、本市動物園は、かけがえのない施設と

の位置付けが本会議でのご答弁で成されました。 

また前回質問に於いては、併せ政策提言として中心市街

地活性化策にも必要である旨について、現在地での動物園

の重要性について縷々述べさせて頂いた通りであります。 

樋口市長も政策として掲げている「街づくりのゾーン 

ニング」として「甲府の街づくり」「中心市街地活性化政策」

の補完的な位置づけとして、現在地での動物園整備をされ

ることは欠かせない政策であり、答弁の遊亀公園と動物園

の位置付けと共に、周辺地域の有用財産の多く有る事でも、

現在地での動物園整備は妥当だと考えます。 

また時間軸から開園を考察すれば、開園 100 周年を目指

し、稼ぐ行政として、100 周年の佳節に集客できる好機を逃

してはならないものであります。更に時間軸と整備、と言

う観点からは、4 年を切った非常に短い時間で、新たな場所
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への選定、土地取得、インフラ整備など行えば、莫大な費

用と時間が必要であり、大きなデメリットが懸念されます。

以上申し上げた項目を総合的に勘案され、まずは市当局の

公園整備スタンスを示す事が重要だと考えます。現在地で

の整備が妥当であるかについて、当局の御所見を伺います。 

次にハード整備と共に必要な、現状の動物園スタッフの

体制整備についてです。JAZA が 2011 年に行った予測では、

H30 年に国内動物園ではアフリカゾウが 7 頭、ゴリラは 6 頭

にまで減少するとされています。更に国際的に保護の動き

が強まっており希少動物の入手は困難と指摘されています。 

今後の展望に関して言えば希少種が絶えないように飼育

するため、自前での繁殖に労力を傾注する必要があります。 

この様な状況に於いて、特に動物を育てると言う特殊性

と高い技術を要する飼育スタッフの本市状況は、同等規模

他動物園との飼育動物数と飼育員数の比較や、特に獣医で

は負荷は高く、外部委託を行っている現状でも負荷の高い

状況であります。ハードの動物園整備と併せ、本市の動物

園経営に最も大事な、動物を育むと言う特殊性と高い技術
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を要する職員の人員確保、特に獣医の確保について、当局

の御所見を御示し下さい。 

 

○石原英樹 建設部長 

動物園整備事業についてお答え申し上げます。 

本市の動物園は、まちなかの動物園として身近で動物に 

触れ合うことができる大きな魅力を持っております。 

平成３１年に開園１００周年を迎えますこの動物園の整備

につきましては、今月２４日に設置いたします、有識者や

市民の皆様で構成される甲府市遊亀公園・附属動物園整備

計画策定委員会におきまして、移転、分園、現在地を初め、

動物園のあり方など基本的な方針について整備計画案とし

て御提言をいただき、本市において整備計画を今年度末ま

でに策定してまいります。 

なお、獣医を含む飼育スタッフの確保につきましては、

本委員会で検討いたします動物園のあり方や管理運営方針

を踏まえる中で検討してまいりたいと考えております。 

以上でございます。 
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○佐野弘仁 

ありがとうございました。 

現在地で整備するかについてやスタッフの確保についても、

甲府市遊亀公園・附属動物園整備 

計画策定委員会の皆様で検討していただくと、こういうこ

とは理解がよくできました。 

当然に結論ありきでは甲府市遊亀公園・附属動物園整備

計画策定委員会で御協議いただくことでは民意の反映とは

ならないので、納得いたします。しかし、チェックを行う

議員の責務として、最後に施策提言として要望させていた

だきたいと思います。 

移転や分園を含めて新規事業として動物園整備に対し、

使える国の補助制度にはなかなかよいものは見当たりませ

ん。本市自前の予算で行わなければなりません。現況での

厳しい予算状況からは、土地選定取得を含め膨大な予算を

計上しなければならないことで、物理的に無理がありま 

す。したがって、コスト面から見て現在地での整備を推奨

させていただきたいと思っております。 
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スタッフについてですが、これも甲府市遊亀公園・附属

動物園整備計画策定委員会にて今後の動物園の運営が甲府

市へ継続か、あるいはＰＦＩ方式か、指定管理で行うかの

体制も含め検討されるということであると思います。    

これが決定しなければスタッフ確保も決まらないことも

同様に承知をいたします。しかし、スタッフの不足、特に

獣医のキャパシティーは同等動物園と比し、動物頭数での

比較で定量的に見て、現在でも絶対値で不足です。 

いずれにしても、生き物やこれを健やかによく育むため

に、当然適正な人員配置と充当は必要なはずであると思い

ます。現在地での整備とスタッフ充当の２つを提言させて

いただきます。これはぜひ甲府市遊亀公園・附属動物園整

備計画策定委員会にてお諮りいただきたい事項でありま 

す。 
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〇「資源物 24 時間ステーション増設について」 

次に「資源物 24時間ステーション増設について」伺います。 

甲府市地球温暖化実行計画アクションプラン 7、一般廃棄

物（ごみ）処理基本計画で掲げる、資源物２４時間ステー

ション設置は、年次的に増設されていくことが示されてお

ります。市内では H21 年 10 月～H27 年の 5 年 8 か月で 3 基

の設置、内 2 基は 24 時間対応されました。利用者に聞くと

本当に助かる、良い施策とのお声を多く聞きます。利便性

は高い事から、更なる拡大が必要な施設だと考えています。 

現在、市民の働く形態は様々であります、休日や勤務ス

タイルも変則で、月１回の朝からの「有価物の日の分別作

業」に参加出来ない状況も多く、勤務体系により有価物を

指定の日に出す事さえ難しい場合も見受けられます。 

また、子供が小さい若い世帯の多くでは、夏場に量の多

くなるペットボトルの廃棄を、近くのスーパーへ持ってい

く場合も多いことや、ミックスペーパーなどの古紙回収も、

スーパーの買物にポイント還元サービスを付けるなどして、

有価回収として、始められています。 
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市内高齢世帯 65 歳以上は 26.9％と高く、世帯人員比率の

世帯構成も 1 及び２人世帯は 65％近くに増加しており、 

１人世帯の半分以上は女性の比率で占められています。 

この様な地域の高齢化や女性の高齢単独世帯、市民の働

く形態の変化など、社会状況の変化から、自治会では収集

分別を続けたいが、人手不足、高齢化が理由で「有価物回

収分別」が出来ない地域も多くなっており、「資源物回収」

へシフトしていく地域も多くなりつつあります。 

本来は分別作業に拠り、甲府市より各自治会地域へ出さ

れている「報奨金」「売却部分額」が、年々減る傾向を示し

ているのは、この要因も大きいものと推測しています。 

現状でも利便性だけを考えれば、有価物収集日に出せな

い場合、1 か月待つか、スーパー等への廃棄方法等を利用し。 

市としては、高齢者、社会的弱者の方々には「ふれあい

収集事業」で個別対応を行い、地域には「資源物回収」に

より対応可能とされていることを承知しています。 

しかし甲府市は事業主体として、自治会等による有価物

回収活動の活性化と、行政による資源物回収の効率化を図
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り、市民が円滑に分別排出できる方法を行う様に求められ

ています。また環境関連施策を立案・実行する行政機関で

あり、より良き市民福祉を向上させる、事業者としての側

面も有しています。アクションプラン 7 の目標であり、  

ごみの減量化と再資源化を図るため、有価物収集には、  

市民への利便性の高い「資源物 24 時間ステーション」の更

なる増設推進を行う必要があると考えますが、当局の御所

見を御示し下さい。 

また「資源物 24 時間ステーション」設置で、進まない諸

問題を市民に聞き取り調査して行くと、夜間早朝の騒音問

題が困る。汚れ、臭い、設置に地域住民の理解が必要。有

価物報奨金が無くなる。設置場所の固定資産税の問題など、

クリアする諸課題もあることを確認しました。更に現状の

24 時間ステーションの運用についても、全市民のための設

置を、地域に限定されている運用だとの勘違や、制度につ

いて知らないなど、周知不足も否めない状態も多くありま

す。 

設置推進の啓発を目指し、環境センターや終末処理場等、
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市民会館や悠遊館など、公共生の高い施設何箇所かに市主

導の設置も必要と考えますが、当局の御所見を伺います。 

 

○宮川通佳 環境部長 

資源物２４時間ステーションの増設についてお答えいた

します。 

資源物２４時間ステーションにつきましては、市民の皆

様の資源物排出の利便性の向上や、資源リサイクル意識の

高揚を図るため、平成２１年度には南部の城南団地、平成

２３年度は東部の善光寺団地、平成２４年度は西部の荒川

自治会内の市内３カ所に設置したところであります。 

未設置の中央・北部地域につきましては、平成２５年度

に４カ所の候補地で地元自治会等と設置に向け協議いたし

ましたが、地域住民の理解が得られないことや施設管理上

の問題で、いずれの候補地も合意に至りませんでした。 

こうした状況を踏まえ、平成２６年度からは候補地の選

定に当たり、地域住民の合意形成が最も重要でありますこ

とから、自治会長で組織するリサイクル推進員連絡協議会
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に候補地の推薦を依頼しているところであります。 

今後におきましては、資源物２４時間ステーションがご

みの減量化や再資源化に有効であることや、市内全域にお

いて利用可能であることなど、その設置目的や利用方法等

について広報活動を通じ、広く市民の皆様への周知に努め

るとともに、さらなる利便性の向上のため中央・北部地 

域を中心に公共施設への設置の可能性についても検討して

まいります。 

以上であります。 

 

○佐野弘仁 

設置増設、今後の公共施設への設置等について、この前

向きな御答弁本当にうれしく思います。ありがとうござい

ます。 

しかし、この約６年弱で３基のステーション設置では少

ないものだと考えています。以前に和戸地区でも設置に向

けての協議の結果を住民よりお聞きしましたが、地元では

よく理解をされていなかったことで設置に至らなかった、
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このようなことをお聞きしたりもしています。 

やはり答弁されていたように、よくよく市民に対し周知や

説明をされ、広報活動を通じて施設の使い勝手については

制度への理解を広げることだと考えております。 

公共施設への設置も今後、中央・北部地域を中心に検討

されていくとのこと。認知されている市民からはよい施設

との好評価でありますから、利便性の高さを市民の皆さん

に実際に体験していただければ、必ず設置への理解は促進

されると確信をしております。そのゆえの甲府市主導での

公共施設設置推進の一環策と考えております。 

次の世代に良好な環境を引き継ぐため、我々世代の責務

として環境問題については利便性の高い施策を通じて、 

市民とともに継続的に意識を高めていくことが大事である

と思います。引き続きよき政策を継続実施されていくこと

をお願いしまして、次の質問に移ります。 
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〇「がん教育授業実施について」 

最後に「がん教育授業実施について」伺います。 

2013 年 9 月本会議から数え、今回の代表質問にて命の大

切さを教える、がん教育授業の実施についての質問は、3 回

目となります。 

14 年 6 月本会議での教育長からの御答弁で、「校長会を通

して、がん教育の積極的な推進を依頼したところであり、

既にがん体験者を招いて実施することを検討している学校

もあります」と戴き、議会答弁後で初の、北東中学校で 

外部講師を招いての「がん教育授業」を視察させて戴きま

した。土曜であったことから、お母さんと参加していた 

小学生が一生懸命真剣に耳を傾け、中学生と一緒に聞いて

いる姿には、大いに感動しました。 

アクション協議会やタバコ問題研究会などに所属してい

る清水美智子さんが講師を務められ、中学２年生一学年 

全員での「がん教育授業」の実施でありました。 

授業の内容は、まず患者さんへの寄り添い、偏見を無く

すこと、がんに罹患しない為の予防、がんの実態と内訳、
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清水さんの「生き抜いた命のバトン」を皆さんに伝えると

の熱き想いで、授業の一貫テーマも「ひとりひとり大切な

命。病気の人も、そうでない人も、笑顔あふれる愛の中に」

と熱く語られていた姿に、授業を受けた生徒さんも「周り

の人を笑顔で支えていける様に、自分にできることは何か

を常に考えられるようにしたい」と感想を語っていた姿、

大感動の内に終了し、本当に良い授業でした。 

がんは２人に１人が罹かる病気であります。樋口市長も

県民の健康を考えられ、県議会の中心メンバーとして「山

梨県がん対策推進条例」を議員政策提案で上程された実績

を、良く承知しております。 

この中の 10 条には「がん教育の推進」が有り「がんに関

する学習活動を推進するものとする」と明記されています。 

公明党は、がん対策推進法スタート時から「検診受診率

の向上、検診精度の Up、発見後の治療高さ、緩和ケアの充

実」を図って参りました。そして、小さいうちから命の大

切さを知る「がん教育授業」は、最も重要な位置づけとし

ています。 
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先の 6 月本会議での教育長御答弁後半部では「現行の学

習指導要領では、授業時数の確保等の問題もあり、がんに

特化した授業を実施することは難しい状況にはありますが、

今後国の動向を注視するとともに、先進事例を参考にしな

がら、各学校が創意工夫してがんに関する学習活動に取り

組めるよう努めてまいります。」との御答弁を戴きました。 

国の動向は、小・中・高で H29 年 4 月から「がん教育」

を実施するとの方針を固め、小学生には、患者・経験者な

どの話しから「健康・いのちの大切さ認識」中学・高校は、

教師と医師・がん経験者など外部講師との「二本立て」と

し、文科省の考え方も、児童生徒への「がん教育」につい

ては小学校段階から開始する方針です。 

「がん教育」の対象学年に関しては、平成 26 年度設置の

「がん教育検討会報告書」で、曖昧になっていた箇所は、

27 年度検討会では「小学校から実施すべき」との意見や、

モデル事業でも小学校で実施したところもあることなどか

ら、小学校からと判断され記載をされたこと。報告書も踏

み込んで書いています。 
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今回の報告書では「学校におけるがん教育の基本的な考

え方」として「がん教育を推進する際には、健康と命の大

切さを育むという視点で取り組む」よう求めています。 

この「視点」は「がん教育を、どう認識するか、位置付

けるか」という事を明確にしているという点で重要であり

ます。「がん教育は」がん対策推進基本計画で「遅くとも平

成 29 年 4 月実施」という趣旨の記述があり、公明党・井上

義久幹事長の衆議院本会議での「がん教育の全国展開を」

という代表質問に、安倍総理も「基本計画どおり着実に実

施」と答弁していますので、文科省もその方針にのっとっ

て推進するということであります。 

国会での答弁と共に、国の動向は実施方向であり、市長

が上程された山梨県の「がん教育」位置付けも、推進とし

ています。現在、富士河口湖町も検討に入ったとの事。 

これ等、国、県、他自治体の動向は推進であり、命の大

切さを育む「子ども最優先のまち」県都甲府市として、  

実施に向けたお考えがあるのか、当局の御所見を御示し下

さい。 
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○長谷川義高 教育長 

がん教育授業の実施についてお答えいたします。 

健康と命の大切さを育むがん教育につきましては、子ども

最優先のまち創りの理念はもとより、本市学校教育の重点

目標である「思い遣る心」の育成や「生きる力」を育む教

育の展開に通じるものと認識しております。 

国においては、平成２７年度、平成２８年度の両年度、

がんの教育総合支援事業のモデル校を中心に、がんに関す

る教材や指導、参考資料の作成、外部講師の確保、管理職

を含む教職員に対する研修、教育課程上の位置づけなどの

検討を行い、その成果を踏まえたがん教育を平成２９年度

以降、全国に展開していくことを目指しております。 

このため、甲府市教育委員会といたしましても国や先進

都市の動向を注視する中で、市内の各小中学校が年間の教

育課程に沿って標準授業時数を確実に確保し、児童生徒の

実態や発達段階に応じたがん教育に取り組めるよう努めて

まいります。 

以上でございます。 
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○佐野弘仁 

前向きな御答弁をいただきまして、ありがとうございま

した。 

今回の議会質問に先立って、埼玉県熊谷市で平成２６年

度にて既に行われたがん教育授業内容と実施されたアンケ

ート集計結果を送っていただきました。熊谷市では市民  

協働授業として、中学全２０校、小学校は希望した１１校

で、熊谷ピンクリボンの会が講師を担当、がん患者でも  

ある埼玉新聞の女性記者、がんで子どもさんを亡くされた

当事者のお母さん、心のケアを担当するヘルスカウンセラ

ーの３人の女性が常にセットで、教育委員会も常に参観し、

何か発生したら対応していくというスタイルで現在も行わ

れているそうです。 

この授業でアンケートも行われ、圧倒的に多かったのは

「命を大事にしようと思った」だそうです。 

また、「親にも家に帰って検診を勧めたい」という回答も

多いとのこと。事業推進成果として見れば重要なことだと

考えます。 
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国の実施は平成２９年度からとされていることから、本

市実施に向けてはこのような先進市と連携する中で、問題

点をお聞きし、御答弁にあった児童生徒の実態や発達段階

に応じたがん教育に取り組めるよう努めていくことを進め

られて、先々に具体的な予実管理でネガティブ項目のつぶ

し込みを行い、備えていただきたいと思います。 

山梨がんアクション協議会、それから山梨がんフォーラ

ムも市内で活動されています。実施に向けて今からよく連

携して備え、具体的に調査を行っていただきたいことを要

望させていただきます。 

 

以上で、会派公明党代表質問を閉じさせていただきます。

御清聴感謝いたします。大変にありがとうございました。 

 

 


